
0 9 8

E u r o p e

ヨ
ー
ロ
ッ
パ

0 9 9

とともにこの地を離れ，その後にはバングラデ

シュ人が住むようになった。

河川を航行する船舶による貨物輸送から，鉄

道・自動車による陸上輸送にかわるとともに，

船舶の大型化に伴い外洋港の利用が増加したた

め，ドックランズの土地利用は大きく変わった。

ドックランズでは運輸の企業だけでなく，港湾

立地型の関連企業の多くが閉鎖され，ドックラ

ンズ周辺地域の失業率は高くなった。

イギリス政府は 1980 年代に，ロンドンドッ

クランズ開発公社を設立するとともに，エン

タープライズゾーン 2）を設置し，民間活力を

導入してドックランズの再開発を行ったのであ

る。ドックランズでは地下鉄やライトレール（中

量輸送機関）の公共交通機関の整備が進められ

た。

その結果，金融業やサービス業など従来この

地域にはなかった業種の新規企業の参入があ

り，新たな就業先を生み出した。

3　1990 年代以降の変化ロンドン全体の人口は，1939 年に 860

万人でピークを迎え，1983 年には 680 万人

まで減少していたが，1990 年代には増加に転

じている。

図 1より 1991 年から 2001 年までの人口増

減率についてみると，インナーシティ問題の顕

在化した 1970 年代に比べて，人口が減少した

のは 3区のみであり，成田（2005）が指摘す

るように，人口の増加する再都市化段階にある

ことがわかる。とはいえ，人口は一様に増加し

ているのではなく，シティから東側のタワーハ

ムレッツ，ニューハムにおいては 10% 以上増

加している。これは，ドックランズへの新規来

住者の増加によるものである。

しかしながら，ドックランズやテムズ川南岸

のサザックやランベス（Lambeth）においては，

失業率は 6.0% 以上であり，他区に比べて高い

（図 2）。職を失った住民と新しく増加した就業

先との雇用のミスマッチの解消は容易ではな

い。ロンドンでは，裕福な人々と貧困な人々と

が同時に増加する社会的な分極化が問題として

指摘されている（リビングストン，2005）。

ロンドン市民の約 3分の 1は，黒人または

アイルランド人やキプロス人，トルコ人といっ

たエスニックマイノリティの人たちである。

EU域外の出身者率を示した図 3によると，比

率はドックランズだけでなく，西部のブレント

（Brent）やアーリング（Ealing）においても高

い。エスニシティの分布においても，分極化が

起こっているのである。

ロンドンでは，社会的分極化の解消のために

も，放棄された土地が多く存在する東部地域の

再開発を行うとともに，比較的安価な住宅の供

給を進めて，今後の人口増加への対応の必要性

が認識されている。

1）　都市によっては郊外においてもみられる。

2）　 税の減免や各種の規制緩和を行うことで，企業の自由な

経済活動を支援する地域のこと。

1　インナーシティ問題インナーシティ問題は，ニューヨークや

東京，大阪など先進資本主義国の多くの大都

市でみられるが，最も早くに認識されたのは，

1970 年代の，ロンドンをはじめとするイギリ

スの大都市の都心周辺部においてであった。図

1は，ロンドンの行政区（borough）別に人口

増減率を示しているが，1971 年から 1981 年

までの増減率についてみると，増加したのは都

心のシティ（City of London）だけであり，都

心周辺部で人口減少の大きいことがわかる。背

景には，人口と産業活動をニュータウン等へ移

転させて大都市の過密を解消した政策の実施が

ある。

イギリス環境省は，インナーシティ問題と

して，工場等の経済活動が失われる経済的衰

退（economic decline），住宅や諸施設が老

朽化する物的衰微（physical decay），貧困

者等が集中する社会的不利益の集積（social 

disadvantage）を示した。また，インナーシティ

においてみられるものとして，エスニックマイ

ノリティ（ethnic minorities）の問題１）もある。

インナーシティの特徴を様々な指標で示した

イギリス環境省（Department of the Environ-

ment，1995）によると，インナーシティにお

ける生活補助世帯は 16.2%（インナーシティ以

外では 6.9%），千世帯あたりのホームレス数は

20.5（インナーシティ以外では 10.7），千世帯

あたりの不良住宅は 54.1（インナーシティ以

外では 17.8），失業率は 9.5%（インナーシティ

以外では 3.9%），単位不足による学校中退者は

13.0%（インナーシティ以外では 8.8%），11

歳の学業修了者は 46.7%（インナーシティ以外

の数値はなし）である。

このようなインナーシティ問題を解消するた

めに，1980 年代にイギリス政府は民間活力の

導入により，都市再開発を行ってきた。次にと

りあげるロンドンドックランズも，その地域の

ひとつである。

2　ロンドンドックランズロンドンには，テムズ川を利用した河川

交通の拠点があり，図 1中のシティの東側の，

タワーハムレッツ（Tower Hamlets），サザッ

ク（Southwark），ニューハム（Newham）に

ある複数の掘込み港のところは，ドックランズ

（Docklands）と呼ばれている。ドックランズ

では，かつては多くの移民労働者が働いていた。

この地に住みはじめたユダヤ人は，事業の成功

図 1　人口増減率（1971 ～ 1981，1991 ～ 2001 年） National Statistics により作成。

図 2　失業率（2001 年）
National Statistics により作成。

図 3　EU域外出身者率（2001 年）
National Statistics により作成。
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